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決 算 報 告 書

自 令和 ３年１１月２５日

至 令和 ４年１０月３１日

一般社団法人オールジャパンベースボールリーグ

第 １ 期

愛知県名古屋市名東区朝日が丘1番地1



資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

（単位：円）

令和 4年10月31日現在一般社団法人オールジャパンベースボールリーグ

流 動 資 産 3,753,531【 】【 】

現 金 及 び 預 金 637,144

短 期 貸 付 金 2,996,720

未 収 入 金 45,967

前 払 費 用 73,700

固 定 資 産 140,000【 】【 】

投資その他の資産 140,000（ ）（ ）

差 入 保 証 金 140,000

資 産 の 部 計 3,893,531

流 動 負 債 69,485【 】【 】

未 払 費 用 1,985

未 払 法 人 税 等 67,500

負 債 の 部 計 69,485

純 資 産 の 部

株 主 資 本 3,824,046【 】【 】

利 益 剰 余 金 3,824,046［ ］［ ］

その他利益剰余金 3,824,046（ ）（ ）

繰 越 利 益 剰 余 金 3,824,046

純 資 産 の 部 計 3,824,046

負債･純資産の部計 3,893,531



一般社団法人オールジャパンベースボールリーグ

自 令和 3年11月25日

至 令和 4年10月31日

（単位：円）

科 目 金 額

売 上 高【 】

会 費 8,582,100 8,582,100

売 上 原 価【 】

外 注 費 3,301,342

合 計 3,301,342 3,301,342

売 上 総 利 益 5,280,758

販売費及び一般管理費 1,419,179【 】

営 業 利 益 3,861,579

営 業 外 収 益【 】

雑 収 入 29,967 29,967

経 常 利 益 3,891,546

税引前当期純利益 3,891,546

法人税、住民税及び事 67,500

当 期 純 利 益 3,824,046



一般社団法人オールジャパンベースボールリーグ

自 令和 3年11月25日

至 令和 4年10月31日

（単位：円）

科 目 金 額

旅 費 交 通 費 92,610

賃 借 料 515,900

消 耗 品 費 204,600

支 払 手 数 料 566,174

雑 費 39,895

合 計 1,419,179



繰 越 利 益 利 益 剰 余 金

0 0当期首残高
当期変動額

当期変動額合計 3,824,046 3,824,046
当期末残高 3,824,046 3,824,046

利 益 剰 余 金 の 内 訳

剰 余 金 合 計

当期純利益 3,824,046 3,824,046

そ の 他 そ の 他 株 主 資 本 評 価 ・ 換 算
資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

0 0 0当期首残高
当期変動額

当期変動額合計 3,824,046 3,824,046 3,824,046
当期末残高 3,824,046 3,824,046 3,824,046

株 主 資 本

資 本 金 資 本 準 備 金 資 本 剰 余 金 利 益 準 備 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 合 計 差 額 等 合 計 新 株 予 約 権 純 資 産 合 計

当期純利益 3,824,046 3,824,046 3,824,046

（単位：円）一般社団法人オールジャパンベースボールリーグ 至 令和 4年10月31日
自 令和 3年11月25日



一般社団法人オールジャパンベースボールリーグ

自 令和 3年11月25日

至 令和 4年10月31日

この計算書類は、「中小企業の会計に関する基本要領」によって作成しています。

1.継続企業の前提に関する注記

2.重要な会計方針に係る事項に関する注記

計算書類及びその付属明細書の作成基準

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して作成している。

収益及び費用の計上基準

収益については実現主義により認識し、費用については発生主義により認識している

。

その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

3.貸借対照表に関する注記


